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１．2026年３月期第２四半期(中間期)の連結業績(2025年４月１日～2025年９月30日)

(１)連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 税引前利益 中間利益
親会社の所有者に

帰属する中間利益

中間包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期中間期 26,686 1.4 1,431 △39.4 1,040 △44.0 802 △43.0 802 △43.0 1,205 △15.6

2025年３月期中間期 26,308 6.7 2,363 26.7 1,856 30.8 1,407 18.3 1,407 18.3 1,427 △28.3

基本的１株当たり
中間利益

希薄化後１株当たり
中間利益

円 銭 円 銭

2026年３月期中間期 34.80 －

2025年３月期中間期 61.04 －

(２)連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に
帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2026年３月期中間期 72,526 29,994 29,994 41.4

2025年３月期 71,522 29,170 29,170 40.8

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00

2026年３月期 － 15.00

2026年３月期(予想) － 15.00 30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

３．2026年３月期の連結業績予想(2025年４月１日～2026年３月31日)

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に

帰属する当期利益

基本的１株当たり

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 53,400 0.6 3,200 △30.8 2,300 △22.2 1,700 △5.2 1,700 △5.2 73.76
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有



※ 注記事項

(１)当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

(２)会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

(３)発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2026年３月期中間期 23,128,605株 2025年３月期 23,128,605株

② 期末自己株式数 2026年３月期中間期 117,135株 2025年３月期 69,098株

③ 期中平均株式数(中間期) 2026年３月期中間期 23,046,524株 2025年３月期中間期 23,059,859株

※ 第２四半期(中間期)決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当中間決算に関する定性的情報

(１) 経営成績に関する説明

当中間連結会計期間においては、2025年８月に米国が新たな高関税政策を導入しました。米国では景気減速リ

スクへの対応として、2025年９月に９カ月ぶりに利下げが再開されましたが、高関税政策の世界経済への影響は

依然として不透明な状況が続いています。

当社の用途別販売状況につきましては、AIデータセンター関連の需要が堅調に推移したことにより、産業機器

向けの売上高は予想を上回るペースで増加しました。また、防衛向けを中心とした特機市場においても、売上高

は前年同期比で大幅に伸長しました。一方、売上高の約半分を占める車載向けの売上高は前年同期比で横ばいと

なり、スマートフォン向けを含む移動体通信向けの売上高は前年同期比で減少しました。但し、車載向け及び移

動体通信向けのいずれも第２四半期の売上高は第１四半期と比較して増加しました。これらの結果、当中間連結

会計期間の売上高は前年同期比1.4％増の26,686百万円となりました。

利益面では、営業利益が前年同期比39.4％減の1,431百万円、税引前中間利益が同44.0％減の1,040百万円、中

間利益が同43.0％減の802百万円となりました。Vision2030の実現に向けて、中期経営計画で掲げたポートフォ

リオの変革（「Five Pillars + One」構想）と、生産性の飛躍的な向上を目指す取り組みの一環として、人材、

DX、研究開発領域への先行投資を進めています。これらの投資が、当期の利益を一時的に押し下げる要因となり

ました。なお、当中間連結会計期間における対米ドル平均為替レートは146.64円（前年同期152.30円）でした。

(２) 財政状態に関する説明

前連結会計年度末に比べ、総資産は、定期預金の増加1,500百万円、棚卸資産の増加948百万円、営業債権の増

加505百万円、無形資産の増加412百万円、現金及び現金同等物の減少1,019百万円、流動資産のその他に含まれ

る未収消費税等の減少1,315百万円等により、1,003百万円増加して72,526百万円となりました。負債は、営業債

務その他の未払勘定の増加675百万円、デリバティブ負債の増加118百万円、非流動負債のその他に含まれる長期

前受収益の増加93百万円、借入金の減少744百万円等により、179百万円増加して42,531百万円となりました。親

会社の所有者に帰属する持分は、中間包括利益1,205百万円、剰余金の配当346百万円により、823百万円増加し

て29,994百万円となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の40.8％から0.6ポ

イント増加して41.4％となりました。

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年５月13日に公表した2026年３月期(2025年４月１日～2026年３月31日)の通期の連結業績予想を修正して

おります。当該予想値の修正に関する内容につきましては、本日(2025年11月11日)公表の「2026年３月期第２四

半期(中間期)連結業績予想と実績の差異及び通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

なお、業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。



日本電波工業㈱(6779) 2026年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

－ 3 －

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

(１) 当中間連結会計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

(２) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更の概要

該当事項はありません。
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３．要約中間連結財務諸表及び主な注記

(１) 要約中間連結財政状態計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間末
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び現金同等物 15,881 14,862

定期預金 - 1,500

営業債権 12,705 13,210

棚卸資産 10,480 11,428

未収法人所得税等 31 31

その他 4,383 2,984

流動資産合計 43,482 44,017

非流動資産

有形固定資産 19,716 19,751

無形資産 2,280 2,693

持分法で会計処理されている投資 2,096 1,982

その他の金融資産 1,462 1,664

繰延税金資産 1,223 1,285

その他 1,261 1,130

非流動資産合計 28,039 28,508

資産合計 71,522 72,526

負債の部

流動負債

借入金 803 1,211

リース負債 768 758

営業債務その他の未払勘定 9,469 10,145

デリバティブ負債 - 118

引当金 - 18

未払法人所得税等 345 386

その他 768 743

流動負債合計 12,155 13,381

非流動負債

借入金 25,808 24,656

リース負債 2,171 2,140

繰延税金負債 18 24

従業員給付 1,682 1,707

引当金 484 484

政府補助金繰延収益 8 15

その他 22 121

非流動負債合計 30,196 29,149

負債合計 42,351 42,531

資本の部

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 5,596 5,596

資本剰余金 3,290 3,256

その他の資本の構成要素 1,741 2,145

利益剰余金 18,541 18,997

親会社の所有者に帰属する持分合計 29,170 29,994

資本合計 29,170 29,994

負債及び資本合計 71,522 72,526
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(２) 要約中間連結包括利益計算書

中間連結会計期間

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

売上高 26,308 26,686

売上原価 18,277 19,159

売上総利益 8,030 7,527

販売費及び一般管理費 4,653 4,838

研究開発費 996 1,293

その他の営業収益 102 94

その他の営業費用 119 58

営業利益 2,363 1,431

金融収益 40 47

金融費用 482 323

持分法による投資損益 △63 △114

税引前中間利益 1,856 1,040

法人所得税費用 449 238

中間利益 1,407 802

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

確定給付制度の再測定 108 -

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金
融資産

△110 192

振替のない項目に係る法人所得税 28 △55

小計 26 136

純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 △8 270

持分法によるその他の包括利益に対する持分相当
額

1 0

振替の可能性のある項目に係る法人所得税 - △4

小計 △6 266

税引後その他の包括利益 20 403

中間包括利益 1,427 1,205

中間利益の帰属

親会社の所有者に帰属する中間利益 1,407 802

中間包括利益の帰属

親会社の所有者に帰属する中間包括利益 1,427 1,205

(単位：円)

１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益 61.04 34.80
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(３) 要約中間連結持分変動計算書

前中間連結会計期間 (自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

(単位：百万円)

資本金

資本剰余金

株式払込剰余金 自己株式 資本剰余金合計

2024年４月１日時点の残高 5,596 3,386 △91 3,294

中間包括利益

中間利益 -

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 -

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

-

在外営業活動体の換算差額 -

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

-

中間包括利益合計 - - - -

所有者との取引額等

剰余金の配当 -

株式報酬取引 8 8

自己株式の取得 △0 △0

所有者との取引額等合計 - 8 △0 8

2024年９月30日時点の残高 5,596 3,394 △91 3,302

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

持分法によ
るその他の
包括利益に
対する持分
相当額

その他の
資本の構成
要素合計

2024年４月１日時点の残高 337 1,331 15 1,683 16,799 27,373 27,373

中間包括利益

中間利益 - 1,407 1,407 1,407

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 - 108 108 108

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

△81 △81 △81 △81

在外営業活動体の換算差額 △8 △8 △8 △8

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

1 1 1 1

中間包括利益合計 △81 △8 1 △87 1,515 1,427 1,427

所有者との取引額等

剰余金の配当 - △346 △346 △346

株式報酬取引 - 8 8

自己株式の取得 - △0 △0

所有者との取引額等合計 - - - - △346 △338 △338

2024年９月30日時点の残高 255 1,322 16 1,595 17,968 28,462 28,462
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当中間連結会計期間 (自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

(単位：百万円)

資本金

資本剰余金

株式払込剰余金 自己株式 資本剰余金合計

2025年４月１日時点の残高 5,596 3,383 △92 3,290

中間包括利益

中間利益 -

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

-

在外営業活動体の換算差額 -

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

-

中間包括利益合計 - - - -

所有者との取引額等

剰余金の配当 -

株式報酬取引 7 7

自己株式の取得 △44 △44

自己株式の処分 △0 3 2

所有者との取引額等合計 - 6 △41 △34

2025年９月30日時点の残高 5,596 3,389 △133 3,256

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

持分法によ
るその他の
包括利益に
対する持分
相当額

その他の
資本の構成
要素合計

2025年４月１日時点の残高 393 1,333 14 1,741 18,541 29,170 29,170

中間包括利益

中間利益 - 802 802 802

その他の包括利益

その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産の純変動

136 136 136 136

在外営業活動体の換算差額 266 266 266 266

持分法によるその他の包括利益に
対する持分相当額

0 0 0 0

中間包括利益合計 136 266 0 403 802 1,205 1,205

所有者との取引額等

剰余金の配当 - △346 △346 △346

株式報酬取引 - 7 7

自己株式の取得 - △44 △44

自己株式の処分 - 2 2

所有者との取引額等合計 - - - - △346 △381 △381

2025年９月30日時点の残高 530 1,600 14 2,145 18,997 29,994 29,994
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(４) 要約中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間利益 1,856 1,040

減価償却費及び償却額 1,703 1,772

固定資産売却益 △17 △1

持分法による投資損益（△は益） 63 114

営業債権の増減額（△は増加） 126 △409

棚卸資産の増減額（△は増加） △91 △834

未収消費税等の増減額（△は増加） 750 1,266

営業債務の増減額（△は減少） △131 655

未払費用の増減額（△は減少） 351 △248

デリバティブ資産の増減額（△は増加） △316 58

デリバティブ負債の増減額（△は減少） △240 118

引当金の増減額（△は減少） - 18

受取利息及び受取配当金 △37 △30

支払利息 264 252

利息及び配当金の受取額 37 29

利息の支払額 △222 △220

法人所得税等の支払額又は還付額（△は支払） △411 △386

その他 298 254

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,985 3,449

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,779 △1,089

無形資産の取得による支出 △570 △492

その他の金融資産の取得による支出 △1 -

有形固定資産の売却による収入 104 31

その他の金融資産の売却による収入 62 110

定期預金の預入による支出 - △1,500

その他 △4 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,188 △2,941

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △662 △792

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,666 -

リース負債の返済による支出 △365 △436

配当金の支払額 △345 △346

自己株式の取得による支出 △0 △44

自己株式の処分による収入 - 3

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,040 △1,617

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,243 △1,109

現金及び現金同等物の期首残高 12,303 15,881

為替変動による影響 △12 89

現金及び現金同等物の中間期末残高 10,048 14,862
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(５) 要約中間連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報)

(1) 一般情報

当社グループの事業内容は、水晶振動子、水晶発振器、その他の水晶デバイス、応用機器、人工水晶及び水晶

片等の水晶関連製品の一貫製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、報告セグメン

トは単一となっております。

(2) 製品及びサービスに関する情報

品目別の売上高は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

品目

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

増減

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 増減比(％)

水晶振動子 19,885 75.6 19,565 73.3 △319 △1.6

水晶発振器 4,098 15.6 4,217 15.8 118 2.9

その他 2,324 8.8 2,904 10.9 580 25.0

合計 26,308 100.0 26,686 100.0 378 1.4


